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本分科会では，国際的な目録の動向にも沿って抜

本的な見直しを行った『日本目録規則2018年版』

（NCR2018）を知ってもらうことを目的に，目録委員

会からNCR2018の新しい考え方や特徴等を紹介し，

その後実装を検討しているいくつかの機関から，検

討状況や問題点等の報告を行った。

全国図書館大会での目録分科会は2010年奈良大会

以来の開催となる。当時は，日本目録規則の抜本的

な改訂にむけて動き始めた時期であり，分科会参加

者から意見を聞く格好の機会となった。今回は，NCR

2018刊行後初めての目録分科会であり，生まれたて

の規則のことをよく知ってもらい，またその実装に

ついて考える良い機会となった。最後は参加者も交

えた活発な意見交換を行った。

『日本目録規則2018年版』（NCR2018）は，NCRの歴

史の中でも最大といってもよい抜本改訂となった。

図１にその章立てを示したが，記述の部と標目の部

から成る従来の規則とは構成を大きく異にしている。

限られた時間で詳細を説明するのは不可能なので，

本報告では，新規則策定の背景・経緯を略述した後，

本規則の基盤となっているFRBR（書誌レコードの機

能要件）モデルの基本を説明し，規則構成を改めて

略述する。本規則を理解いただく足がかりとなるこ

とを意図している。

１．新規則の背景

目録規則は国際的に長らく，パリ原則（1961）な

第10分科会 目録

新しい日本目録規則

報 告：渡邊隆弘（日本図書館協会目録委員会委員長，帝塚山学院大学）

NCR2018の完成

報 告：木村麻衣子（慶應義塾大学文学部）

NCR2018で描く目録の未来

報 告：村上一恵（国立国会図書館）

『日本目録規則2018年版適用細則』について

報 告：河野江津子（慶應義塾大学メディアセンター）

RDAとNCR2018適用の経緯および事例

報 告：横山英子（株式会社図書館流通センター）

TRCMARCにおけるNCR2018の適用

分科会概要 報告

NCR2018の完成

渡邊隆弘（日本図書館協会目録委員会委員長，

帝塚山学院大学）
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ど，1960年代ごろに作られた枠組みのもとで維持さ

れてきた。目録が対象とする資料の多様化，目録の

作成・提供環境の電子化，インターネットの普及に

よる情報流通の変化などが進む中で，もちろん規則

の部分的な手直しは行われてきたが，枠組みの根本

に及ぶ見直しが必要との議論が1990年代以降活発に

行われるようになった。

IFLA（国際図書館連盟）は1998年に，目録の新し

い「概念モデル」であるFRBR（書誌レコードの機能

要件）を刊行した。これに沿って，2009年にはパリ

原則の後継となる「国際目録原則」（ICP）が，2010

年には『英米目録規則第２版』（AACR2）の後継とな

る「RDA」（ResourceDescriptionandAccess）が

それぞれ刊行され，目録の原則・規則は大きく変革

された。NCR2018は，このような国際的な動向に対

応した新規則である。

２．策定の経緯

目録委員会は2006年前後から新規則の検討を開始

したが，方針を公に表明したのは2010年９月の全国

図書館大会（奈良大会）であった。その後2013年に

目録委員会と国立国会図書館（NDL）収集書誌部と

の連携という新たな枠組みとなり，改めて基本方針

を整理するとともに，「2017年度」の新規則公開と

いう想定スケジュールも示した。以後は，目録委員

会とNDLで相互に条文案をやりとりしての検討作業

を重ね，順次条文案を公開した。

2017年２月に「全体条文案」を公開して，検討集

会の開催，パブリックコメントの募集を行った。多

くのご意見をいただいたこと等からスケジュールを

見直し，2018年３月にウェブ上で「予備版」を公開

した後，2018年12月の本版冊子体刊行，2019年１月

のPDF版公開に至ったものである。

策定の方針として，ICP等の国際標準に準拠する

とともに，RDAとの相互運用性の担保もめざした。

一方で，日本における出版状況や目録慣行に配慮す

ることや，論理的にわかりやすく実務的に使いやす

いことをめざし，あえてRDAと異なる構成や規定と

なっている箇所もある。

３．FRBRモデルとは

図２は，NCR2018「第０章 総説」の冒頭近くに掲

載している「本規則が依拠する概念モデルの概要」

であり，細部に異なりはあるが，基本的にはFRBRモ

デルの図と言ってよい。

FRBRモデルは，これまで目録が扱ってきた「書誌

的世界」を，「実体関連分析」という手法を用いて

概念モデル化したものである。点線四角で示した11

の「実体」にそれぞれ，左端に一部例示されている

ような「属性」を設定している。実体関連分析はリ

レーショナルデータベースの設計等にも用いられる

もので，実体ごとに属性をデータ要素とする表（テー

ブル）が作られているとイメージしてよい。

実体は，目録利用者の主要な関心対象を表す単位

で，３つのグループから成る。「第１グループの実

体」は，知的・芸術的成果，つまり目録の対象資料

を表し，モデルの中心である。「著作」（知的・芸術

的内容），「表現形」（著作をテキスト等により表現

したもの），「体現形」（表現形を刊行物等の形で物

理的に具体化したもの），「個別資料」（個別の一点

一点）と階層的に構造化された４実体から成る。図

３に具体例を示したが，体現形が従来の書誌データ

作成単位である「版」に相当する。著作に様々なバ

リエーションの版が存在するという考え方は従来の

目録にもあったが，表現形を間に介することで，翻

訳・改訂など内容的側面のバリエーション（表現形

の違い）と文庫版や電子版など物理的側面のバリエー

ション（体現形の違い）を区別し，資料のもつ構造

をより精密にとらえられるようになったところに新

しさがある。

加えて，成果を生み出す個人・団体等を表す「第

２グループの実体」，著作の主題を表す「第３グルー

プの実体」がある。

各実体にその姿を必要十分に表す属性を設定して

いくが，実体関連分析においてはもう一つ，実体間

の「関連」の設定が大きな意味をもつ。図２におい

て実線矢印で示したものである。第１グループの実

体と第２・第３グループの実体との関連は，従来の

著者標目・主題標目にほぼ相当する。また，第１グ

ループの実体を階層的に４つ設定したため，これら

相互の関連も設定が必要である。例えば手元の資料

（体現形）がどの著作・表現形を具体化したものな

のかを，関連として明示する。

以上は11実体を相互に結びつける基本的な関連の

設定だが，これに加えて同じ種類の実体間に存在す

る様々な関連もある。例えば翻訳であれば，原書か
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ら翻訳が派生したという，２つの表現形間の関連で

ある。書誌階層構造や逐次刊行物の変遷なども，関

連としてとらえることとなる。

４．NCR2018の構成

改めて図１を見返すと，NCR2018の構成や章題は，

FRBRモデルに密着したものであることがわかってい

ただけると思う。大きくは，実体の属性の部（第２

部）と実体間の関連の部（第３部）に分かれた構成

である。

属性の部の前半「属性の記録」は，実体別の章立

てで，各実体の属性を「エレメント」（従来の用語

「書誌的事項」にほぼ相当）として設定し，記録の

範囲・方法等を規定している。「第２章 体現形」が，

従来の書誌記述の主要部分を含み書誌データの根幹

となるが，例えば地図の尺度（縮尺）は表現形のエ

レメントとなるなど，FRBRモデルのもとで再編成し

ている。また，個人・団体等にもそれぞれエレメン

トを設定している。エレメントの設定は相互運用性

を考慮してRDAに準じており，特定の種類の資料に

のみ必要となるものも含むこと，機械可読性を考慮

して従来の注記等をなるべく細分化したこと等によ

り，数はかなり増えている。

属性の部の後半は「アクセス・ポイントの構築」

を扱い，やはり実体別の章立てとしている。NCR2018

では「標目」の語を用いず，従来の「統一標目」に

あたるものを「典拠形アクセス・ポイント」，「参照」

にあたるものを「異形アクセス・ポイント」と呼ぶ。

個人等についてはこれまでの運用と大きくは異なら

ないが，著作（および表現形）について，従来の

「統一タイトル」が無著者名古典など非常に限定的

な運用であったのに対して，全著作を対象としてい

る点が大きな特徴である。

関連の部は，属性の部と別立てで規定しているこ

と自体が，FRBRモデルに則った大きな特徴と言える。

ページ数では属性の部よりはるかに短いが，後の報

告にもあるように，本規則の大きな特徴となる重要

な部分であると考えている。属性と同様に関連もエ

レメントとして設定し，関連先となる実体を典拠形

アクセス・ポイントや識別子（IDなど）を用いて記

録していくこととなる。

５．実装に向けて

これだけ構成から大きく変わってしまうと実際の

システムや業務をどうすればよいのか見当がつかな

い，という不安もあろうかと思うが，FRBRはあくま

で「概念モデル」であり，必ずしもそのままのデー

タベース設計を求めるものではない。RDAは2013年

以降北米を中心に広く適用されているが，従来の

MARC21フォーマットを手直しし，書誌レコードと典

拠レコードという従前の枠組みの中でデータ表現が

行われており，過去と断絶した業務にはなっていな

い。

さらには，NCR2018はRDAと同じく記述文法などの

エンコーディングの側面は扱わず運用に委ねている

こと，各種規定についても従来に比べてオプション

性が増していること等もあり，実装方針により様々

なすがたがありうる。しかしながら，許容されてい

るからといって，これまでと変わらない考え方での

運用では，やはりこれまでの目録にしかならない。

過度に身構える必要はないが，FRBRモデル等の新し

い考え方を理解したうえで，現実的な実装を検討い

ただきたいと考えている。

図１．NCR2018年版の全体構成

序説

第1部 総説

0章 総説

第2部 属性

＜属性の記録＞

セクション1 属性総則

1章 属性総則

セクション2 著作、表現形、体現形、個別資料

2～5章 実体別（体現形、個別資料、著作、表現形）

セクション3 個人・家族・団体

6～8章 実体別（個人、家族、団体）

セクション4 概念、物、出来事、場所

9～12章 実体別（[概念]、[物]、[出来事]、場所）

＜アクセス・ポイントの構築＞

セクション5 アクセス・ポイント

21章 アクセス・ポイントの構築総則

22章～32章 実体別

第3部 関連

セクション6 関連総則

41章 関連総則

セクション7 資料に関する関連

42章 資料に関する基本的関連

43章 資料に関するその他の関連

44章 資料と個人・家族・団体との関連

45章 [資料と主題との関連]（保留）

セクション8 その他の関連

46章 個人・家族・団体の間の関連

47章 [主題間の関連]（保留）

付録（含：用語解説）
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１．NCR2018における「関連」

『日本目録規則2018年版』(NCR2018)はFRBR等の

概念モデルに準拠しているため，目録に記録される

べき内容が実体・属性・関連に整理されている。

『日本目録規則1987年版』(NCR1987)によって作成さ

れた目録にも，実体・属性・関連「らしきもの」は

記録されていたが，例えば属性と関連の区別などは

明確ではなかったし，実体間の関連も明示的ではな

かった。NCR2018は，RDA同様，実体間の関連を重視

する目録規則である。本稿では，関連を重視すると

はどういうことなのか，関連を記録することで図書

館サービスにどのようなメリットがありうるか，ま

た関連を記録するために具体的に何が必要なのかを

解説する。

図３．FRBRモデルの「第1グループの実体」

図２．NCR2018が依拠する概念モデル（ほぼ、FRBRモデル）

報告

NCR2018で描く目録の未来

木村麻衣子（慶應義塾大学文学部）
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２．これまでの「関連」とこれから

NCR1987では，例えば翻訳作品注１）の場合，原作の

タイトル（原タイトル）は並列タイトルまたは注記

として記録されていた。原著者と訳者は所定の情報

源に表示されていれば責任表示として記録され，役

割表示が付されていた。本タイトル，原タイトル，

責任表示に記載された個人・団体等はそれぞれ標目

とすることができたが，標目にはタイトルの種類や

責任表示の役割は示されないので，原タイトルが標

目となっていた場合に，それがなぜ標目となってい

るのかは，書誌記述全体から類推するほかなかった。

2004年に映画化された『オペラ座の怪人』は，ガ

ストン・ルルーによる小説『オペラ座の怪人』をア

ンドリュー・ロイド・ウェバーがミュージカル化し

た作品をさらに映画化したものである。その映画で

使用された主要な楽曲をピアノ弾き語り用にアレン

ジした楽譜の書誌データを図１に示す（本稿に関連

するものを中心に，『オペラ座の怪人』の著作群の

関係図を本稿末尾に付録として示す）。図１に示さ

れる英語のタイトルは情報源中の表記であり，この

書誌データからは，『オペラ座の怪人』の原タイト

ルや原著者，この楽譜が数多く映画化・舞台化され

た『オペラ座の怪人』のうちのどの音楽を扱ったも

のであるか等をうかがい知ることはできない。

NCR2018に準拠した目録では，書誌データに記録

する典拠形アクセス・ポイント（AAP）および関連

指示子と，典拠形アクセス・ポイントごとに作成さ

れる典拠データによって，実体間の関連を記録する。

翻訳作品の場合，原作と翻訳作品との関連や，寄与

者の役割を書誌データ中に明確に示すことができる。

図１の書誌データをNCR2018に準拠した体現形の

書誌データとする場合，以下のような表現形のAAP

を加えることができる。

表現形のAAP:LloydWebber,Andrew,1948-.

PhantomoftheOpera.選集;編曲.日本語

さらに，加えたAAPについて典拠データを作成す

る。上記のAAPのうち「選集」までは著作の典拠形

AAPである。この著作に対する典拠データには，次

の関連指示子とAAPを追加することができる。

図２で「上位（著作）」とあるのは関連指示子であ

る。関連指示子とは，実体間の関連がどのような種

類の関連であるかを示すもので，典拠形アクセス・

ポイントと共に記録することになっている。関連指

示子の一覧は，NCR2018の付録C.1～C.4に示されて

いる。「上位(著作)」は著作同士の関連の種類を表

す関連指示子として付録C.1の中に示されているも

のである。なお，付録C.1～C.4に示されていない関

連でも，データ作成機関が適切な用語を定めて記録

できることになっている。

さらに，図３～図５のような著作の典拠データを

作成し，相互に関連づけることができる。オペラ座の怪人・オリジナル・サウンドトラック

[楽譜]:日本語版.－[東京]:渡辺音楽出版;東

京:ドレミ楽譜出版社(発売),2005.5.－80p;

31cm.－ (ピアノ・ヴォーカル・セレクション).

－ 英語のタイトル:Thephantomoftheopera.

－ ISBN4285103338.

図１.映画音楽の楽譜の書誌データ例(NCR1987)

著作のAAP:LloydWebber,Andrew,1948-.Phantom

oftheOpera.選集

上位（著作）:LloydWebber,Andrew,1948-.Phantom

oftheOpera

図２.選集の典拠データの一部(NCR2018)

著作のAAP:LloydWebber,Andrew,1948-.

PhantomoftheOpera

音楽が使用された映画(著作):Phantomofthe

Opera(映画 :2004)

図３.音楽の典拠データの一部(NCR2018)

著作のAAP:PhantomoftheOpera(映画 :2004)

映画化の原作(著作):LloydWebber,Andrew,

1948-.PhantomoftheOpera(ミュージカル)

図４.映画作品の典拠データの一部(NCR2018)

著作のAAP:LloydWebber,Andrew,1948-.Phantom

oftheOpera(ミュージカル)

ミュージカル化の原作(著作):Leroux,Gaston.

Lefanto^medel'Opéra

図５.ミュージカル作品の典拠データの一部（NCR2018）
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このように関連をつないでゆくことで，図１の書

誌データが2004年の映画に使用された楽曲の楽譜で

あることも，その映画作品の原作がアンドリュー・

ロイド・ウェバーのミュージカル作品であることも，

そのミュージカルの原作がガストン・ルルーの小説

であることも示すことができる。

３.「関連」を活かしたサービスの可能性

翻訳作品や映画化作品の原作を調べるためには，

『翻訳図書目録』や『日本映画原作事典』などのレ

ファレンスツールやGoogle検索で充分なので，わざ

わざ手間をかけて記録せずともよいのでは，と思う

向きもあるだろう。しかし，マイナー作品や新しい

作品の関連は，レファレンスツールで探しにくいこ

ともある。関連を記録しておけば，そうしたツール

を知らない利用者であっても，資料を発見・識別・

選択しやすくなる。

さらに，典拠データを用いてある作品の著者の師

弟関係や，家族関係などを記録することもできる。

資料同士には特に関連は無いように見えても，著者

を通じた意外な関連があり，この関連が新たな発見

につながることもあり得る。こうしたより深い資料

の探索は，これまでの目録では提供しえなかった機

能である。当然のことながら，こうした目録はより

発展的かつ効率的なレファレンスサービスの提供に

も寄与する。

資料の探索を支援するための関連は，現物を手に

取り，内容を確認した図書館員だからこそ記録でき

るものである。NCR2018では，どこまで詳細に関連

付けるかはデータ作成機関に委ねられている。これ

は，前向きに捉えれば，各機関が必要と思う関連を

好きなだけ記録できるということである。例えば，

レファレンス質問に回答するために調査した結果，

複数の書誌データに相互に関連があることが判明し

た場合に，それらを関連付けておき将来の質問に備

えるといった運用が考えられる。目録担当者は，す

べての資料について詳細な関連を記録できなくとも，

得意な分野の資料に関してのみ詳細な関連を記録し

ておくことも可能である。共同分担目録作業におい

てはこのような分業が大きな効果を発揮しうる。

４.「関連」づけるために必要なこと

従来の目録では関連を記録できなかったわけでは

ないが，その多くは注記に追いやられ，また残念な

がら現在の日本の図書館では典拠コントロールが重

視されていないために，標目として一部の関連が記

録されてはいても，その効果は限定的なものであっ

た。典拠形アクセス・ポイントを用いて実体間の関

連を記録するためには典拠データの構築が必要であ

り，NCR2018を適用する目録は，典拠コントロール

がなされていることが前提となる。典拠コントロー

ルとは，各実体に対するアクセス・ポイントやその

他の情報を記録した典拠データを維持・管理するこ

とである。従来も個人名・団体名・会議名等に関し

ては行われてきたが，NCR2018では著作の典拠コン

トロールも原則必須とされている。

私見であるが，NCR2018適用下の図書館において

は，目録担当者のみならず，レファレンス担当者も，

目録の「関連づける」機能がどのようなものかを理

解し，時には自ら「関連づける」作業に加わる必要

があると考える。書誌データや典拠データの構造を

理解していなければ，それを活用してサービスする

ことはできないからである。目録担当者も，自館の

利用者にとってどのような関連が示されているのが

便利か，といったことを考えながら目録を作成する

必要がある。目録だけを作っていてもそのような想

像力は養われにくいだろう。NCR2018が，パブリッ

クサービスとテクニカルサービスの分断を改めるきっ

かけとなることを願う。

注

１）本稿において「作品」という語は著作の意味で

はない。

２）実線の四角は著作のインスタンス，点線の四角

は表現形のインスタンス，実線網掛の四角は体現

形のインスタンスを表す。実線の矢印は著作間の

関係，点線は表現形間の関連を表す。
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付録.『オペラ座の怪人』著作群の関係図注２）

はじめに

国立国会図書館（NDL）では，『日本目録規則2018

年版』（NCR2018）の適用を2021年１月から開始する。

2019年10月から適用細則案を当館ホームページ上で

順次公開し，2020年１月までには大部分の適用細則・

基準類を公開する予定である。

１．NCR2018と適用細則の関係

NDLは2013年から日本図書館協会目録委員会と連

携し，NCR2018の策定に取り組んできた。NCR2018が

日本全体で汎用性のあるデータ作成基準を目指した

ものである一方，NDL独自のシステム制約や既存デー

タとの継続性を考慮するとNCR2018の規定どおりに

適用することが困難な箇所がままある。「日本国内

で刊行された出版物の目録又は索引を作成し，国民

が利用しやすい方法により提供する」という国立国

会図書館法第７条の趣旨を踏まえて，日本の標準的

な目録規則となるNCR2018を適用しつつ，NDLが現実

的に運用可能なデータ作成基準として適用細則を定

めることとした。

適用細則の検討は，目録委員会とのNCR2018策定

作業と並行して，NDL内で検討班を組織し2016年４

月から着手した。NDLでは2021年１月に書誌データ・

典拠データの入力システムのリニューアルを予定し

ており，それに合わせてNCR2018の適用を開始する。

２．NCR2018適用の前提

2021年１月からNCR2018を適用するが，現在国内

外で流通している「JAPAN/MARCMARC21フォーマッ

ト」での提供を継続する。このため，これまで書誌

データに入力していた事項，典拠データに入力して

いた事項は引き続き書誌データ，典拠データに入力

し提供する。ただし，より機械可読性を高めるため

などの理由で，これまでとは異なるフィールドに記

録することがある（後述）。また，多巻ものの図書

については引き続き，原則として１冊ずつの単位で

書誌データを作成する。

３．適用細則の概要

適用細則は，NCR2018の各章を基本としながらも，

（１）資料群問わず共通のもの（２）資料群別に作

報告

『日本目録規則2018年版適用細則』

について

村上一恵（国立国会図書館）
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成するもの（３）これまでNDL独自に作成していた

「選択・形式基準」の形式で作成するもの，の三つ

に分類できる。

（１）資料群問わず共通のもの

属性総則，大文字・略語の使用法といった一般的

な記録に関するルールと，関連の記録が該当する。

適用細則は表（Excel）形式で作成し，NCR2018の各

条項に対し，条項番号および見出し，適用/非適用/

修正適用の別を示す。修正適用の場合は，修正した

条文を記載するが，適用/非適用の場合は，条文を

示さないため，NCR2018本体と合わせて参照された

い。

（２）資料群別に作成するもの

主に書誌データに記録する，いわゆる記述に相当

する内容を取り扱う。（１）と同様に表形式で作成

する。まず，図書，非図書（単行）資料，逐次刊行

物の三つの資料群の適用細則案を2019年10月に公開

した。地図資料，和古書については，2019年度に検

討を開始し，2020年度の公開を目指す。

（３）選択・形式基準の形式をとるもの

主に典拠データに記録する内容を取り扱う。典拠

形アクセス・ポイント（従来の統一標目）に関する

内容は，現行のNDL独自の「個人名（団体名）標目

の選択・形式基準」の形式を踏襲し，「個人（団体，

著作）に対する典拠形アクセス・ポイントの選択・

形式基準」を作成し，適用細則に代える。

４．書誌データ・典拠データの変更点

書誌データ・典拠データにおいて，NCR2018適用

前後で運用が変更となる点，新たに運用を開始する

もののうち４つの項目について「JAPAN/MARCMARC21

フォーマット」のフィールドコードを挙げながら説

明する。

（１）表現種別・機器種別・キャリア種別

NCR2018では資料種別に代わり，資料の内容的側

面と物理的側面が整理され，表現種別・機器種別・

キャリア種別というエレメントが設けられた。NCR

2018適用後はこれらを書誌データの新設フィールド

に入力していく。これまで245$hに資料種別を文字

列で記録していたが，MARC21フォーマットでは上記

の種別に対応した個別のフィールド（336，337，338）

が用意されている。

例えば，今まで「245$h[電子資料]」としていた

資料には，テキスト・データ，画像データ，録音デー

タなど様々な内容が含まれていることがある。従来

の注記に代わりNCR2018で規定された用語で「336$a

テキスト 337$aコンピュータ 338$aコンピュータ・

ディスク」などと記録することによって，機械可読

性の高いデータとなり，より精緻な検索が可能にな

る。

（２）出版表示等の記録

現在，出版表示等の記録には，260フィールドを

用い，発売などの頒布に関する情報は文字列で260$

b末尾に（発売）などと記録している。NCR2018適用

後は，記録フィールドを264に変更し，第２インディ

ケータで役割を区別する。例えば出版事項は第２イ

ンディケータ＝１，頒布事項は２とすることにより，

機械での判別が容易となる。なお，264$b末尾に

（発売）などの付記は原則として行わない。

出版表示等は，既存データと2021年１月以降に作

成したデータとで使用するフィールドが異なるため，

JAPAN/MARCなどの書誌データを利用される際は，ご

留意願いたい。

（３）関連指示子の記録

NCR2018では関連の位置づけが明確になった。NDL

では今までも資料と個人・団体との関連を書誌デー

タ・典拠データ間のリンクで表現してきたが，リン

クに加えてNCR2018で規定された関連指示子を記録

することで，関連の種類がより明確になるとともに

機械可読性が高まることが期待される。従来から書

誌データどうしのリンクで表現している著作間，表

現形間，体現形間の関連については，基本的に運用

を変更しない。

（４）著作の典拠

NCR2018で新たに典拠コントロールの対象となっ

たFRBRモデルでいう「著作」について，NDLでも典

拠データの作成を開始する。NDLでは統一タイトル

件名典拠の作成実績があるので，既に統一タイトル

件名典拠が作成されている場合は，適宜修正して著

作の典拠としても使用する。まずは，和図書のうち，

復刻・翻刻や現代語訳が存在する古典作品，日本語

訳タイトルにバリエーションがある近現代の海外作

品を適用対象とし，将来的に適用対象を拡大してい

きたいと考えている。また，著作の典拠データは，

その著作を創作した個人・団体の典拠データとリン

クすることで，著作と個人・団体との関連を表現す
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る。

なお，内容の類型や様式を表すジャンル・形式用

語の典拠データ作成を開始するなど，NCR2018では

規定されていないが2021年１月に運用を変更する箇

所もある。

おわりに

2019年10月に，属性総則など，および資料群別

（図書，非図書（単行）資料，逐次刊行物）の適用

細則案をNDLホームページ 注１）で公開した。適用開

始の１年前にあたる2020年１月までに，典拠形アク

セス・ポイントの選択・形式基準，関連の適用細則

案の公開に加え，NCR2018適用後に新規運用または

運用変更となる「JAPAN/MARCMARC21フォーマット」

のフィールド・サブフィールド一覧の公開を目指し

ている。今年度から検討を開始した地図資料および

和古書の適用細則案は，2020年12月までに公開する

予定である。

「NDL書誌情報ニュースレター」注２）51号から連載を

開始するコラム「NCR2018適用」で，書誌データ・

典拠データの運用変更点などを詳しく解説する。ほ

か，NDLホームページなどで公開情報を随時お知ら

せしていく予定なので，ぜひご確認いただきたい。

注

１）「書誌データの作成および提供>日本目録規則

2018年版（NCR2018）について」のページに掲載

している。

https://www.ndl.go.jp/jp/data/ncr/index.html

２）https://www.ndl.go.jp/jp/data/bib_newslett

er/index.html

１．適用目録規則変更の経緯

慶應義塾大学メディアセンター（図書館）は2019

年９月より早稲田大学図書館とのシステム共同運用

を開始した。採用システムはExLibris社のAlma

（クラウド型ライブラリー・サービス・プラットフォー

ム）およびPrimoVE（ディスカバリー・ツール）で

ある。この運用の核となるのが目録データベースの

共有化である。これに伴い，慶應に「早慶目録ユニッ

ト」という組織を置き，両大学の目録作成業務をほ

ぼ一元化している。

早慶の目録データは和書・洋書ともにRDA（Resou

rceDescriptionandAccess）に則り，MARC21フォー

マットで作成している。それが海外システムを利用

する所以である。ただし，和書については日本特有

の出版慣行や情報源の表記を反映するため，一部で

『日本目録規則2018年版』（NCR2018）を参照してい

る。

慶應での和書へのRDAおよびNCR2018の適用は2019

年４月からで，それまで適用していた英米目録規則

第２版（AACR2）からの切り替えを目録ユニット立

ち上げに向けた業務委託体制変更のタイミングに合

わせて実行した。ちなみに，洋書については2017年

４月よりRDAに変更済であった。

一部NCRを採用しているとはいえ，和書にAACR2や

RDAを適用することに疑問を持たれるかも知れない。

慶應では1998年10月までは国立情報学研究所（NII）

のNACSIS-CATに対応するシステムを使用し，目録規

則もCATに準拠して和書はNCR1987，洋書はAACR2と

使い分けていた。しかし，日本の大学図書館でのみ

使われるCATフォーマットと多階層の書誌構造では

他の外部リソースとのデータ交換がしにくいことな

どから，国際的に広く利用されているMARC21フォー

マットに書式を変更することになり，その際に規則

も和洋共通で国際標準に合わせて処理できるように

したものである。

２．新規則の適用細則

新たな目録規則を採用するにあたっては，各条項

をどのように適用するかの細則が必要となる。RDA，

NCR2018とも本則，別法，任意規定などの選択肢が

用意され，図書館ごとに適した方針でデータを作成

することができる。

ただし，慶應では国立国会図書館（NDL）のよう

に全条項について本則・別法のどちらを採用するか，

任意省略や追加を行うかの検討は行っていない。実

際に使用するMARC21のフィールドごとの記述マニュ

アルと主要な媒体別のマニュアルを用意する過程で，

その際に参照する条文を確認し，そのまま採用すべ

きかどうかを都度検討するという形を取った。

報告

RDAとNCR2018適用の経緯および事例

河野江津子（慶應義塾大学メディアセンター）
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細則の策定にあたっては，可能な限り新規則に合

わせ，利用者に提供できる情報を増やしたいという

意向はあったが，実際の業務ではコピー・カタロギ

ングや委託化により効率が求められ，書誌調達元や

登録先のOCLCなどのデータ形式との整合性を持たせ

るため，ある程度の制限や情報の取捨選択は必要と

なる。このバランスを見つつ，属性ごとに適当な記

録方法を判断していった。

３．主な変更点

RDAまたはNCR2018適用によるデータの変更点を具

体的に紹介する。数字はMARC21のフィールドとイン

ディケータ，$はサブフィールドコードを表す。

＜書誌＞（体現形の書誌のみ作成）

・245$c：責任表示の肩書はRDA2.4.1.4に基づき

任意省略するが，コピー元の書誌に記述があれば残

すことも可とした。複数の名称を含む責任表示があ

る場合は，RDA2.4.1.5では４人以上なら任意で省

略可としているが，慶應はNCR2018#2.2.0.4.1任意

省略２を採用し，10人以上を任意省略の目安として

設定した。

・264：１つの260でサブフィールドをリピートして

記録してきた制作・出版・頒布・製作事項について，

264を複数使用しインディケータで区別するように

なった。

・264#4：出版年とは別に著作権年を明記すること

になった。

・300$b：図や音声の有無などの説明について，用

語を省略せず規定の語彙を使用するようになった。

・336，337，338：表現・機器・キャリア種別で多

面的な資料の種別を表すことができるようになった。

代わりに，図書以外の資料に記録していた245$hの

一般資料表示は不要となった。変更前は245$hは和

書・洋書とも英字表記に統一しており，変更後も同

様に種別を表す語彙は和洋で統一し，RDAの英語形

で示すこととした。

・1XX,6XX,7XX：NCR2018には反するが，日本人の

標目形ではヨミを識別要素から外し，880フィール

ドで表す形とした。

＜典拠＞（個人・家族・団体のみ作成）

・書誌との関連リンクの方法を文字列から識別子

（典拠データID）に変更したため，典拠形アクセス・

ポイントの識別要素からヨミを外した。

書誌については，同じMARC21フォーマットを使用

していることもあり，顕著な変更点はNDLとほぼ同

じ箇所となっている。

AACR2で作成された既存の書誌をシステム移行後

に修正することがあるが，その場合の対応はRDAへ

のアップグレードを必須とした。記述の一部をAACR2

のまま，一部にRDAを適用するハイブリット書誌も

ありうるが，記述に矛盾のある書誌はAlmaやOCLC登

録時のバリデーション・チェックを通らないことが

あるため，許容しないこととした。

著作のデータは，慶應では作成していない。著作

の統制は１大学で行えるものではなく，現在，古典

籍以外では参照できるリソースもない。NDLやTRCで

の検討が進んでおり，そのような日本全国のユーザー

をターゲットとするような機関からの提案を待ちた

い。

４．関連

関連におけるデータ間リンクは，体現形書誌と個

人・家族・団体の固有名典拠の間のリンクにのみ対

応している。リンク方法は，移行前は典拠形アクセ

ス・ポイントの文字列だったが，Almaでは識別子に

よっている。雑誌の前誌・後誌，原著と翻訳書，改

題前後のタイトルなどの関連は，MARC21のフォーマッ

ト上でリンキング用途のフィールドや注記に記録し

ているが，システム的な書誌間リンクは生成してい

ない。理由は目録作業の効率性低下の懸念やシステ

ム機能の有無による。

書誌と典拠のリンクでは関連指示子は使用せず，

コピー元の書誌にあっても削除している。リンク生

成の手法を文字列リンクとIDリンクのどちらにする

か検討するなかで，標目フィールドの$eの関連指示

子を残すと文字列リンクの可能性を排除しなくては

ならなかったためである。

５．課題

RDAおよびNCR2018の大きな特徴である著作のコン

トロール，関連の表現が不十分な点である。しかし，

上述のように著作コントロールは１大学で行っても

あまり意味がなく，国内での統制形をリードするよ

うな機関による提案を待ちたい。
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ただし，FRBRの実体ごとのデータ，その間で形成

される関連という新しい規則が描く情報世界を現実

的にどのようにシステムに実装させるのかは，今後

の重要な問題である。例えば，早慶では共同の著者

典拠データベースをAlmaの中で作成・維持している。

典拠形アクセス・ポイントの形はNDL，NIIや米国議

会図書館のAuthorityを参照して決めているが，デー

タベースは機関独自のものとして独立し，関連リン

クはAlmaのシステム内で形成されている。NDLで没

年情報が追加されてもそれを即座に反映させる仕組

みはない。また，著作データについてはどうなるだ

ろうか。NDLやTRCのような機関が作成を始めたとし

て，直接あるいはVIAFなどへ参照リンクを張るため

には，図書館システムとディスカバリー・ツール側

にその仕組みが用意されていなくてはならない。

リンク方法についてもシステムの機能に影響され

る面が大きい。Almaでは書誌と著者典拠間のリンク

は文字列か識別子（データ番号等）を選択でき，ま

たリンク先の自動更新機能なども備わっている。自

動で文字列リンクを形成する機能を使えば過去の未

リンクのデータを結び付けることができるが，意図

しないデータ同士が勝手にリンクしてしまうことも

ある。また，IDによるリンクでは，一度リンク生成

したらそのIDを維持し続けなくてはならず，システ

ム変更などによりIDがリナンバーされる場合には，

リンクを切らずに移行できるかというリスクも生じる。

また，ディスカバリー・ツールによっては，旧版・

新版や冊子版・電子版などの関連書誌を自動でFRBR

izeし，まとめて表示するような機能を備えるもの

もある。しかし，時に無関係のものが結びついてい

ることや，単体で表示された方が見やすいという事

例もある。

関連リンクは広く過去のデータにも遡って張られ

るようになるのが理想であり，そのために機械的に

判別のしやすいデータを作ることも重要であるが，

まだまだ人的判断の必要な部分も多い。その手間と

コストをどこが，また誰が担うのか。リンクの範囲

をどこまで広げていくのか。規則が完成し前提は整っ

たが，システム実装の面では課題も多い。網の目の

ように広がったデータ間リンクをすいすいと辿って

いける未来のためにどんなデータを作るべきか，複

合的な目線で考えていく必要がある。

はじめに

株式会社図書館流通センター（TRC）では，TRCMARC

における『日本目録規則2018年版』(NCR2018)の適

用について検討を行っている。本発表では，主な適

用の方向性や検討状況を紹介し，さらにその検討過

程で見えてきた課題等を報告する。

１．NCR2018適用の基本方針

まず，適用の基本方針について簡単に述べる。

現在検討中のTRCMARCにおけるNCR2018適用は，

現行のMARCフォーマット（TRCMARC／Tタイプ）と

典拠ファイルという構造を維持することを前提とす

る。記述対象も，これまで通り物理レベルでのMARC

作成ということで変更はない。現在提供している項

目は，原則として提供を続ける方向で考えている。

また，これまでに図書館に提供し，利用されてい

るMARCとの継続性・整合性に配慮すべきと考える。

TRCMARCは，これまでも利用者の使い勝手を考え，

必要であれば独自の項目も追加してきた。そこです

でに実現できているもの，NCR2018を適用すること

で混乱が生じる懸念のあるものは，敢えて適用しな

いということもあり得る。

その上で，NCR2018で新たに示された規定を取り

入れることで，利用者にとってさらに使い勝手のよ

いMARCにするにはどうしたらよいかを考え，適用を

検討していく方針である。尚，以下で述べることは

現時点での検討内容であり，実際の適用は異なるこ

とがあり得る。

２．主な変更検討点

①表現種別・機器種別・キャリア種別

表現種別，機器種別，キャリア種別の３つのエレ

メントについて，図書（和書・洋書・電子）MARC及

びAV（録音・映像）MARCで採用する方向で検討をし

ている。

②著作の典拠コントロール

NCR2018で新たに示されたものの中で，TRCMARC

に取り入れようと検討している最も大きなものが，

報告

TRCMARCにおけるNCR2018の適用

横山英子（株式会社図書館流通センター）
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著作の典拠コントロールである。現在，TRCではMARC

にリンクする７つの典拠ファイル（個人名，団体名，

出版者，全集，シリーズ，件名，そして学習件名）

を提供している。これらに加え，８つめの典拠ファ

イルとして，著作典拠ファイルを提供することを検

討中である。この著作典拠ファイルにより，これま

で構造的に関連づけられていなかった個々のMARC

（体現形）を，著作という単位でまとめることがで

きるようになる。

著作の典拠コントロールの対象としては，単行単

位で２以上の書誌が存在するものを対象とすること

を検討している。具体例を挙げると，2017年に刊行

された市川拓司著「MM」は，2019年に文庫化された

際に「永遠に解けないパズル」と改題された。この

２つが同一著作としてまとまることになる。改題さ

れたものを例に挙げたが，著作の典拠コントロール

に改題の有無は問わない。また，文庫化以外にも，

大活字本や電子書籍として刊行される場合なども典

拠コントロールの対象とする方針である。テキスト

の言語が異なる同一著作というものも起こり得る。

学術論文等で，日本語の単行本として刊行され，後

にその英訳が刊行された場合なども同一著作として

典拠コントロールされることになるだろう。復刻や

現代語訳でいろいろなバージョンが刊行される古典

作品も対象とする。日本語訳が複数ある翻訳作品，

例えば，野崎孝訳の「ライ麦畑でつかまえて」と，

村上春樹訳の「キャッチャー・イン・ザ・ライ」も

同一著作として典拠コントロールを行う。

著作典拠ファイルは，すでに提供している他の典

拠ファイル同様，15桁の典拠ID（識別子）で管理す

ることを検討している。過去の累積されているMARC

についても，可能な範囲で遡及して著作の典拠コン

トロールを行う方向で検討している。

著作の典拠コントロールについては，まず図書

（和書・洋書・電子）を対象に行う方針である。

③関連

従来からのMARCと典拠ファイルのリンクに加えて，

新たに記録することを検討している関連は，資料に

関する基本的関連のうちの著作と体現形の関連，そ

して著作と創作者の関連である。著作典拠ファイル

を管理する典拠ID（識別子）をMARCに持たせること

で，著作とMARC（体現形）の関連を実現させる。ま

た，著作典拠ファイルの中に個人名典拠ファイルの

IDを創作者として持たせることで，著作と創作者の

関連を示す方針である。

NCR2018で規定された資料に関するその他の関連

のうち，体現形間の関連の全体・部分の関連につい

ては，TRCMARCの周辺ファイルの１つである内容細

目ファイルですでに実現している。内容細目ファイ

ルは，複数の独立した著作で構成されている図書に

ついて，その中に含まれる１つ１つのタイトルをデー

タベース化したものである。内容細目ファイルに含

まれる１つ１つのタイトルが「部分」，TRCMARCNo.

をキーにリンクされるMARCが「全体」であり，識別

子による関連を記録している。内容細目ファイルは，

図書（和書）MARCに加え，AV（録音）MARCでも内容

曲という形で記録している。

３．表現形の適用について

NCR2018で表現形のエレメントとして規定された

ものの中には，すでにTRCMARCで記録しているもの

もある。

例えば，TRCMARCでは「テキストの言語」「原書

の言語」「翻訳にあたって使用したテキストの言語」

という３種類の言語を記録しているが，このうちの

「テキストの言語」が，「表現形の言語」というエレ

メントにあたる。また，同じくNCR2018で表現形の

エレメントとして規定された「賞」を，TRCMARCで

は「受賞情報」という項目に記録している。芥川賞，

直木賞といった賞の名称とともに，賞の回次や年次

を記録している。

表現形という実体については，今後も著作のよう

に典拠ファイルで個別に管理はせず，本来体現形の

記録を扱うMARCの中でその属性の記録を行う方針で

ある。

４．検討すべき課題

NCR2018で規定が変更になったが，累積MARCとの

整合性から，慎重に検討しなくてはならない課題に

ついて，最後に触れたいと思う。

例えば，本タイトルに付された特殊なルビの扱い

がある。現在のTRCMARCでは，『日本目録規則1987

年版改訂３版』の規定に基づき，ルビが付された語

の直後に（ ）にルビを入れてタイトルとして記録

している。そして，ルビを含めない形のタイトル標

目を別途設定し提供している。本タイトルにはルビ
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を含めないことに変更となったNCR2018の規定の適

用については，更なる検討が必要となる。

また，現行のTRCMARCでは，出版表示等で，頒布

者については発行者と同じフィールドに末尾に（発

売）を付記する形で記録しているが，その規定がNCR

2018にはなくなった。過去の膨大な数の実績との整

合性を考えると，簡単には変更しづらく，これにつ

いても検討を続けたい。

おわりに

以上述べたようなTRCMARCにおけるNCR2018適用

は，2022年の提供開始を目標に検討を進めていると

ころである。MARCの作成方針を変更する場合，その

変更は累積されているMARC全件に影響が及ぶ。今回

も，累積MARCに変更内容を反映させる修正をできる

限り行った上で，新しく適用する項目の提供を開始

する方針である。TRCのNCR2018適用の検討状況に関

しては，今後，検討作業が進んでいく過程で随時お

知らせしていく予定である。

質問１：従来の団体名標目の規定では下部組織が省

略されていたがNCR2018では記録することとなった。

実際にどのように対応する予定か。

回答（渡邊）：団体名については省略をやめたこと

に加え，区切り記号を「．（ピリオド，スペース）」

としているのも大きな変更点である。これについて

これまでのパブコメ等で大きな意見はなかった。

回答（横山）：現在検討中であるが，上部組織名と

最下位の下部組織を「．（ピリオド，スペース）」

で区切るのは現行と大きく異なり採用が難しいと考

え，従来方式を維持する方向で検討を進めている。

下部組織の記録は現在でも行っている。

回答（村上）：NDLでも下部組織を典拠の標目形に

記録する場合は上部と下部を続けて記録し，区切り

は使用していない。これまでの典拠形との継続性を

考え，NCR2018以降もこの方式を続ける予定である。

質問２：実装機関では家族の典拠コントロールにつ

いてどのように対応する予定か。

回答（村上）：NDLでは件名典拠以外は保留しNCR

2018適用後，運用が安定した後に検討予定である。

回答（横山）：現在は，一般件名としての典拠を作

成しており，当面は個別に家族の典拠を作ることは

予定していない。

質問３：著作の典拠について，TRCでは単行本や文

庫，個人全集などが発刊された場合，単行本のレベ

ルでは著作典拠にリンクされるとのことだが，内容

細目とのリンクは本来の意味での著作のリンクでな

いような気がするがどうか。

回答（横山）：著作の典拠コントロールの範囲とし

て内容細目は当面は除外する予定である。まずは本

タイトルと巻タイトルレベルの典拠コントロールに

とどめ，内容細目レベルのタイトルはMARCとの関連

（体現形との関連）にとどめたいと考えている。な

お，単行の改訂版は著作典拠の対象とする。

質問４：表現形では表現種別と言語が明示されるこ

とになるとのことだが，著作には「優先タイトルの

言語」を記録する項目がない。原タイトルの言語は

どのようにデータに表れるのか。

回答（渡邊）：現在の規定では，言語は表現形レベ

ルにしか記録できない。FRBRの後継である概念モデ

ルIFLALRMでは著作の属性に「代表表現形」があり，

オリジナル言語はそこに記録されることになる。こ

れへの対応は今後の課題としていくことになる。

質問５：報告の中で，目録を作成するのはカタロガー

だけでなくレファレンス担当者も参加できるのでは

という点にふれていたが，その場合，（レファレン

ス協同データベースのように）どこかの図書館で発

見された内容を共有する仕組みについて，何かアイ

ディアはあるか。

回答（木村）：大学図書館ではこれまでも業務を共

有してきており，共有の素地があると思われるが，

公共図書館では現在の状況を考えると，とても難し

いように思われる。新しい取り組みなので，具体的

にすぐに対応できるような案はないが，業務の区分

けを再考するなど図書館全体のありかたを考えるこ

とを進めていかなければいけないと考える。

質疑応答
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